
１．平成17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △94円37銭 
※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の５ページを参照して下さい。 

平成平成平成平成18181818年３月期年３月期年３月期年３月期    個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表のののの概概概概要要要要    平成17年11月25日
上場会社名 株式会社シンワ 上場取引所 大証第２部 
コード番号 2654 本社所在都道府県 大阪府 
(URL http://www.shinwa-c.com/) 
代  表  者 役職名 代表取締役 氏名 佐藤 勝弘 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 西田 孝行 ＴＥＬ  （06）6683－3101 
決算取締役会開催日 平成17年11月25日 中間配当制度の有無 有 
    単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年９月中間期 9,675 △1.7 △125 － △210 － 
16年９月中間期 9,841 △19.5 156 26.1 133 △14.3 

17年３月期 19,051   118   44  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭
17年９月中間期 △498 － △93 18 
16年９月中間期 79 △36.1 14 78 

17年３月期 63   11 75 
（注）①期中平均株式数 17年９月中間期 5,354,195株 16年９月中間期 5,368,000株 17年３月期5,367,720株

②会計処理の方法の変更 無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況   

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

  円 銭 円 銭
17年９月中間期 － －     ――――――  

16年９月中間期 － －     ――――――  

17年３月期     ―――――― － －  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円 銭
17年９月中間期 6,865 318 4.6 59 83 
16年９月中間期 7,007 869 12.4 161 97 

17年３月期 7,140 821 11.5 153 13 

（注）①期末発行済株式数 17年９月中間期 5,319,310株 16年９月中間期 5,368,000株 17年３月期 5,367,310株
②期末自己株式数 17年９月中間期 48,690株 16年９月中間期 －株 17年３月期 690株

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 
期末  

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭
通 期 18,459   △239   △502   － － － － 
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

   
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 *2 1,414,574     1,254,122     1,174,118    

２ 受取手形   46,434     17,857     50,688    

３ 売掛金   2,227,758     2,393,715     2,549,360    

４ たな卸資産   473,364     773,728     704,290    

５ その他   175,031     249,187     167,110    

  貸倒引当金   △42,169     △63,534     △54,270    

流動資産合計     4,294,994 61.2   4,625,076 67.4   4,591,298 64.3 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産                    

(1）建物 *1,2 970,318     458,116     938,949    

(2）土地 *2 666,661     666,661     666,661    

(3）その他 *1 51,067     3,681     45,766    

有形固定資産合
計   1,688,047     1,128,459     1,651,376    

２ 無形固定資産   15,747     14,127     18,847    

３ 投資その他の資
産                    

(1）保険積立金 *2 220,799     235,053     233,241    

(2）保証金   409,540     377,574     400,717    

(3）その他 *1,2 398,170     491,506     264,378    

  貸倒引当金   △19,569     △6,532     △18,887    

投資その他の資
産合計   1,008,942     1,097,601     879,450    

固定資産合計     2,712,736 38.8   2,240,189 32.6   2,549,674 35.7 

資産合計     7,007,731 100.0   6,865,265 100.0   7,140,972 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形   127,164     57,641     186,832    

２ 買掛金   1,053,261     1,071,734     1,084,566    

３ 短期借入金 *2 1,733,366     2,031,827     1,759,534    

４ １年内返済予定
長期借入金 *2 941,530     701,818     875,430    

５ 未払金 *2 394,383     422,141     469,940    

６ 未払法人税等   9,430     6,757     9,125    

７ 賞与引当金   42,980     19,033     35,768    

８ ポイントカード
引当金   8,539     －     10,099    

９ その他 *2,5 123,726     78,609     109,243    

流動負債合計     4,434,382 63.3   4,389,563 64.0   4,540,540 63.6 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 *2 1,601,674     2,102,872     1,709,946    

２ 退職給付引当金   4,854     －     3,919    

３ その他   97,376     54,529     64,693    

固定負債合計     1,703,905 24.3   2,157,401 31.4   1,778,559 24.9 

負債合計     6,138,288 87.6   6,546,964 95.4   6,319,099 88.5 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     364,520 5.2   364,520 5.3   364,520 5.1 

Ⅱ 資本剰余金                    

１ 資本準備金   204,070     204,070     204,070    

資本剰余金合計     204,070 2.9   204,070 3.0   204,070 2.9 

Ⅲ 利益剰余金                    

１ 中間（当期）未
処分利益又は中
間未処理損失
(△) 

  258,181     △256,983     241,922    

利益剰余金合計     258,181 3.7   △256,983 △3.7   241,922 3.4 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金     42,671 0.6   17,900 0.2   11,526 0.1 

Ⅴ 自己株式     －     △11,205 △0.2   △165 △0.0 

資本合計     869,443 12.4   318,301 4.6   821,873 11.5 

負債資本合計     7,007,731 100.0   6,865,265 100.0   7,140,972 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     9,841,943 100.0   9,675,552 100.0   19,051,028 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,498,279 86.3   9,036,070 93.4   16,658,673 87.4 

売上総利益     1,343,664 13.7   639,481 6.6   2,392,355 12.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     1,186,938 12.1   764,542 7.9   2,273,441 12.0 

営業利益又は営業
損失(△)     156,726 1.6   △125,061 △1.3   118,914 0.6 

Ⅳ 営業外収益 *1   38,569 0.4   118,880 1.2   49,321 0.3 

Ⅴ 営業外費用 *2   62,126 0.6   203,898 2.1   123,815 0.7 

経常利益又は経常
損失(△)     133,169 1.4   △210,079 △2.2   44,420 0.2 

Ⅵ 特別利益 *3   13,292 0.1   － －   122,241 0.6 

Ⅶ 特別損失 *4   60,455 0.6   276,266 2.8   94,605 0.5 

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
(△) 

    86,005 0.9   △486,346 △5.0   72,056 0.3 

法人税、住民税及
び事業税   6,688     2,310     8,998    

法人税等調整額   － 6,688 0.1 10,250 12,560 0.1 － 8,998 0.0 

中間(当期)純利益
又は中間純損失
(△) 

    79,317 0.8   △498,906 △5.1   63,058 0.3 

前期繰越利益     178,864     241,922     178,864  

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失(△) 

    258,181     △256,983     241,922  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価
方法 

(1）有価証券 
子会社株式 
 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 
子会社株式 

同左 

(1）有価証券 
子会社株式 

同左 
  その他有価証券 

ａ．時価のあるもの 
 中間会計期間末の市場価格
等に基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

その他有価証券 
ａ．時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 
ａ．時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づ
く時価法（評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定） 

  ｂ．時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

ｂ．時価のないもの 
同左 

ｂ．時価のないもの 
同左 

  (2）デリバティブ 
 時価法 

(2）デリバティブ 
同左 

(2）デリバティブ 
同左 

  (3）たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 
 個別法による原価法 

(3）たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 

同左 

(3）たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 

同左 
  ｂ．貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価
法 

ｂ．貯蔵品 
同左 

ｂ．貯蔵品 
同左 

２．固定資産の減価償却の方
法 

(1）有形固定資産 
 建物は定額法、建物以外につ
いては定率法によっておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 
建物       ７～44年 
その他      ３～20年 

(1）有形固定資産 
同左 

(1）有形固定資産 
同左 

  (2）無形固定資産 
 定額法によっております。な
お、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可
能期間（５年）に基づいており
ます。 

(2）無形固定資産 
同左 

(2）無形固定資産 
同左 

  (3）  ――――――─ (3）投資その他の資産の「その
他」（賃貸資産） 
 建物は定額法、建物以外につ
いては定率法によっておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 
建物       ３～17年 
その他      ３～20年 

(3）  ――――――─ 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権につ
いては、貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を考慮
し、回収不能見込額を計上して
おります。 

(1）貸倒引当金 
同左 

(1）貸倒引当金 
同左 

  (2）賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に備える
ため、将来の支給見込額のう
ち、当中間会計期間の負担額を
計上しております。 

(2）賞与引当金 
同左 

(2）賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に備える
ため、将来の支給見込額のう
ち、当期の負担額を計上してお
ります。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）ポイントカード引当金 
 焼肉店「あふさか牛太郎」に
おいて、ポイントカードにより
顧客に付与したポイント利用に
備えるため、当中間会計期間末
のポイント残高に対し、利用実
績率に基づき算出した将来利用
されると見込まれる額を計上し
ております。 
（追加情報） 
 前事業年度より、焼肉店「あ
ふさか牛太郎」において、ポイ
ントカード制度を導入したた
め、ポイントカード引当金を計
上しております。なお、前事業
年度下半期において、会員数の
増加に伴いポイント残高が増加
し、金額的重要性が増したこと
及び利用実績率を合理的に見積
もることができるようになった
ことから、前事業年度末よりポ
イントカード引当金を計上する
こととしたものであり、前中間
会計期間末はポイントカード引
当金の計上は行っておりませ
ん。 

(3）ポイントカード引当金 
    ――――――─ 

（追加情報） 
 当中間会計期間において、焼
肉店「あふさか牛太郎」で実施
しておりましたポイントカード
制度を廃止したため、ポイント
カード引当金の計上は行ってお
りません。 

(3）ポイントカード引当金 
 ポイントカードにより顧客に
付与したポイント利用に備える
ため、当事業年度末のポイント
残高に対し、利用実績率に基づ
き算出した将来利用されると見
込まれる額を計上しておりま
す。 

―――――― 

  (4）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当中間会計期間末の年金財
政計算における責任準備金によ
り見込まれる退職給付債務及び
年金資産の額に基づき、当中間
会計期間末において発生してい
ると認められる額を計上してお
ります。 

(4）退職給付引当金 
同左 

(4）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末の年金財政計
算における責任準備金により見
込まれる退職給付債務及び年金
資産の額に基づき、当事業年度
末において発生していると認め
られる額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決
算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処
理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

同左 同左 
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会計処理方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によっており
ます。なお、為替予約取引につ
いて振当処理の要件を充たして
いる場合には振当処理を、金利
スワップ取引について特例処理
の要件を充たしている場合には
特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 
同左 

(1）ヘッジ会計の方法 
同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
ａ．ヘッジ手段…為替予約取

引 
  ヘッジ対象…外貨建金銭

債務及び外
貨建予定取
引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
ａ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
ａ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

  ｂ．ヘッジ手段…金利スワッ
プ取引 

  ヘッジ対象…借入金の支
払利息 

ｂ．ヘッジ手段…金利スワッ
プ取引 

  ヘッジ対象…借入金の支
払利息 

ｂ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 
 外貨建の商品代金の支払いに
ついて、将来の取引市場での為
替相場変動リスクを回避するこ
と及び借入金に係る金利の相場
変動によるリスクを回避するこ
とを目的に行っております。原
則として外貨建仕入契約の残高
の範囲内で為替予約取引を、借
入金残高の範囲内で金利スワッ
プ取引を利用することとし、投
機目的のデリバティブ取引は、
行わない方針であります。 

(3）ヘッジ方針 
同左 

(3）ヘッジ方針 
同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 
 キャッシュ・フロー変動を完
全に相殺するものと想定するこ
とができるため、ヘッジの有効
性の判定は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 
同左 

７．その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基
本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ───────  （固定資産の減損に係る会計基準） 
  当中間会計期間より、固定資産の
減損に係る会計基準（「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14
年８月９日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第６号 平成15
年10月31日）を適用しております。
これによる損益に与える影響はあり
ません。 

 ─────── 
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表示方法の変更 

追加情報  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 
 「１年内返済予定長期借入金」は、前中間期まで、流
動負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当
中間期末において負債資本の合計額の100分の５を超え
たため区分掲記しました。 
 なお、前中間期末の「１年内返済予定長期借入金」の
金額は272,780千円であります。 

―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  前事業年度まで有形固定資産、無形
固定資産及び投資その他の資産のその
他（長期前払費用）に掲記しておりま
した焼肉店「あふさか牛太郎」の資産
は、平成17年６月16日付にて20店舗を
転貸したため、当中間会計期間より転
貸資産については投資その他の資産の
「その他」（賃貸資産）に275,107千
円振り替えております。 
 これに伴い、前事業年度まで販売費
及び一般管理費に含めて表示しており
ました焼肉店「あふさか牛太郎」20店
舗にかかる賃貸費用は、当中間会計期
間より営業外費用（賃貸料原価）とし
て計上しております。また、上記転貸
に伴い、当中間会計期間より受け取っ
ている転貸料については、営業外収益
（賃貸料）として計上しております。 

 当事業年度から「法人事業税におけ
る外形標準課税部分の損益計算書上の
表示についての実務上の取扱い」（平
成16年２月13日 企業会計基準委員会 
実務対応報告第12号）に従い法人事業
税の付加価値割及び資本割について
は、販売費及び一般管理費に7,040千
円計上しております。 
 この結果、営業利益、経常利益及び
税金前当期純利益が、それぞれ同額減
少しております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

＊１ 減価償却累計額 
有形固定資産   616,457千円

＊１ 減価償却累計額 
有形固定資産   413,309千円
投資その他の資
産（賃貸資産） 

  174,610千円

＊１ 減価償却累計額 
有形固定資産   658,442千円

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 
建物   452,915千円
土地   666,661千円
保険積立金   220,799千円
その他 
(投資有価証券) 

  204,226千円

計 1,544,603千円

現金及び預金    189,463千円
建物    436,559千円
土地    666,661千円
保険積立金 222,611千円
その他 
(投資有価証券) 

85,134千円

計 1,600,430千円

現金及び預金    189,463千円
建物    444,736千円
土地    666,661千円
保険積立金 220,799千円
その他 
(投資有価証券) 

74,344千円

計 1,596,004千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金 1,145,255千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

2,315,204千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

 267,843千円

計 3,728,303千円

短期借入金  1,894,595千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

 2,425,990千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

   356,863千円

計  4,677,448千円

短期借入金  1,438,706千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

 2,324,476千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

   344,767千円

計  4,107,950千円

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

従業員（５名）     1,310千円 従業員（７名）    668千円 従業員（９名）     1,822千円

 ４ 当社は長期安定資金を確保し
財務基盤の強化を図るため、主
力取引銀行４行との間で、分割
実行可能期間付シンジケートロ
ーン契約を締結しております。
この契約に基づく当中間会計期
間末の借入未実行額は次のとお
りであります。 
貸出コミットメ
ントの総額 

1,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 －千円

 ４ 当社は長期安定資金を確保し
財務基盤の強化を図るため、主
力取引銀行４行との間で、分割
実行可能期間付シンジケートロ
ーン契約を締結しております。
この契約に基づく当中間会計期
間末の借入未実行額は次のとお
りであります。 
貸出コミットメ
ントの総額 

 1,800,000千円

借入実行残高  1,800,000千円

差引額 －千円

 ４ 当社は長期安定資金を確保し
財務基盤の強化を図るため、主
力取引銀行４行との間で、分割
実行可能期間付シンジケートロ
ーン契約を締結しております。
この契約に基づく当事業年度末
の借入未実行額は次のとおりで
あります。 
貸出コミットメ
ントの総額 

1,800,000千円

借入実行残高 1,300,000千円

差引額    500,000千円
＊５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税
等は、相殺のうえ、金額的重要
性が乏しいため、流動負債の
「その他」に含めて表示してお
ります。 

＊５ 消費税等の取扱い 
同左 

＊５   ────── 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの ＊１ 営業外収益のうち主要なもの ＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息    527千円 受取利息      356千円
賃貸料  103,376千円

受取利息   942千円

＊２ 営業外費用のうち主要なもの ＊２ 営業外費用のうち主要なもの ＊２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息  53,179千円 支払利息   54,556千円
賃貸料原価  135,204千円

支払利息  103,479千円

＊３ 特別利益のうち主要なもの ＊３    ──────── ＊３ 特別利益のうち主要なもの 

役員負担金  10,000千円
貸倒引当金戻入益  3,292千円

  投資有価証券売却
益 

 112,241千円

役員負担金  10,000千円

＊４ 特別損失のうち主要なもの ＊４ 特別損失のうち主要なもの ＊４ 特別損失のうち主要なもの 

建物除却損   42千円
工具、器具及び備
品除却損 

    122千円

投資有価証券評価
損 

 4,089千円

役員退職金  2,940千円
牛肉売買代金返還
金 

 53,261千円

役員退職金  23,708千円
店舗転貸損失 192,061千円
店舗閉鎖損失   60,497千円

建物除却損   42千円
工具、器具及び備
品除却損 

     122千円

投資有価証券評価
損 

 4,099千円

役員退職金   2,940千円
貸倒損失   34,139千円
牛肉売買代金返還
金 

 53,261千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産  41,258千円
無形固定資産   2,916千円

有形固定資産   22,838千円
無形固定資産   1,354千円
投資その他の資産
（賃貸資産） 

  11,044千円

有形固定資産   83,243千円
無形固定資産    4,390千円
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① リース取引 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

建物 5,845 1,716 4,129 

有形固定
資産のそ
の他 

627,677 352,018 275,659 

無形固定
資産 74,140 37,258 36,882 

合計 707,663 390,992 316,670 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

有形固定
資産のそ
の他 

99,718 77,923 21,794 

無形固定
資産 38,387 22,947 15,439 

投資その
他の資産
のその他 

552,346 413,008 139,338 

合計 690,452 513,879 176,572 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物 5,845 2,300 3,544 

有形固定
資産のそ
の他 

627,677 413,962 213,715 

無形固定
資産 74,140 44,828 29,312 

合計 707,663 461,091 246,572 

      ────── （追加情報）  
 前事業年度まで有形固定資産のそ
の他、無形固定資産に掲記しており
ました焼肉店「あふさか牛太郎」の
リース資産は、平成17年６月16日付
にて20店舗を転貸したため、当中間
会計期間より転貸資産については投
資その他の資産のその他に振り替え
ております。 

      ────── 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額等 

  未経過リース料中間期末残高相  
当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内   142,382千円
１年超   183,694千円

合計   326,076千円

１年内    124,165千円
１年超     59,529千円

合計    183,694千円

１年内    140,937千円
１年超  114,312千円

合計  255,249千円

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

支払リース料  74,335千円
減価償却費相当額 70,097千円
支払利息相当額   4,321千円

支払リース料  72,512千円
減価償却費相当額   68,376千円
支払利息相当額    2,665千円

支払リース料 148,671千円
減価償却費相当額 140,195千円
支払利息相当額  7,820千円
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

  
  

 （減損損失について） 
  リース資産に配分された減損損失
はありません。 
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② 有価証券 
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ
ん。 

（１株当たり情報）  
 中間連結財務諸表（連結財務諸表）を作成しているため、１株当たり情報（１株当たり純資産額、１株当たり中間
（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額）につきましては、記載を省略しており
ます。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社の取引先である株式会社ムッ
ターハムは、平成16年11月22日名古
屋地方裁判所に自己破産の申立を行
いました。 
 なお、平成16年11月22日現在、当
社の株式会社ムッターハムに対する
債権額は34,139千円であり、ほぼ同
額の回収不能額が見込まれます。 

 ─────── 重要な契約の締結 
 当社は平成17年６月16日「あふさ
か牛太郎」20店舗につき、有限会社
牛太郎との間で転貸借に関する契約
を締結いたしました。これによる影
響額については、建物附属設備の除
却により192百万円の損失発生が見込
まれます。また、当該転貸借契約の
対象外店舗の閉鎖により56百万円の
損失発生が見込まれます。 
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